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上昇のほとんどを企業収益が占めて
おり、賃上げに回った分はごくわず
かだ」と追及しました（６月18日、参
院財金委）。朝日新聞の調査では、23
年度の前年度比物価上昇分（4.1％）
のうち、賃上げ要因は0.3％分にと
どまり、割合は１割にもなりません。
賃上げが物価上昇に及んでいない
̶生活実感とぴったり一致します。

　「強欲インフレ」という物騒な言葉
が世間を騒がせています。国内総生
産（GDP）統計を分析（別項）すると、
いまの物価高騰の原因は、経費の増
加分以上に価格引き上げたため̶
つまり大企業の便乗値上げというの
です。
　強欲インフレを国会で取り上げた
共産党の小池晃書記局長は「物価

　GDP統計にはGDPデフレーターという
指標があります。消費者物価指数とは違い、
原油など輸入コストの上昇分は含まれず、
国内に起因する物価の値上がり分のみを算
出できます。GDPデフレーターは2015年
４～６月期から22年10～ 12月期まで７年間
にわたって前年同期に比べ±２％以下の幅
でしか増減していませんでした。しかし23

方、賃上げ促進税制の恩
恵は44億円にのぼってい
ます。田村氏は「賃上げ
できる体力が十分な大企
業に減税が必要なのか」
　「必要なのは中小企業
への賃上げ直接助成だ」
と強調。大企業の内部留
保への課税を財源に、最
賃を引き上げる共産党の
提案実現を求めて行くこ
とを表明しました。

　日本共産党の田村智子
委員長は、中央最低賃金
審議会の答申を前に最低
賃金全国一律1500円実
現へ運動を起こすことを
表明しました（18日、記
者会見）。
　岸田政権は「2030年代
半ばまでに1500円」とし
ていますが物価高騰には
全く追い付きません。実質
賃金は26カ月連続で前年
比マイナスです（図２）。
　トヨタ自動車の場合、
史上最高益を更新しなが
ら賃上げに回したのは利
益の0.09％に過ぎない一
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年１～３月期以降、急激に増加しています
（図１）。日本国内で大企業が急激に価格を
引き上げたことを示します。
　GDPデフレーター変動の要因は、企業
収益と賃金の増減です。21年１～３月期以
降の増減の要因を分析すると、23年以降
は上昇要因のほとんどが企業収益に増加に
よるもの。物価高騰が暮らしを直撃する要
因は、大企業の強欲にあります。

【図２】
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